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行 政 視 察 報 告 書 
 
 
 

１ 期 日 
  令和５年４月１８日（火）～４月２０日（木） 

 
２ 視察先及び調査事項 

     大分県大分市議会 
・市民参画に関する取組について 

・市議会だよりの編集・発行について 

宮崎県都城市議会 
・議会における広報広聴機能の充実について 

・議会基本条例の評価・検証について 
 

３ 出張者 
委 員 長 楠     學  副委員長 藤 井 武 彦 
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委   員 藤 田 節 雄  委   員 行 元   博 
委   員 一 色 輝 雄  委   員 武 田   功 
 
議  長 坪 井   剛  副 議 長 髙 橋   保 
 
              同行職員 植 村 春 希 

随行職員 髙 橋 千 亮 



４月１８日（火） 
 

特 定 調 査 事 項 
 

 大分県大分市議会 

１ 市民参画に関する取組について 

（１）市民等との意見交換会について 

ア 開催状況について 

イ 開催方法について 

ウ 市民等から寄せられた意見の取り扱いについて 

エ 成果と今後の課題について 

（２）若年層に特化した議会モニター制度について 

ア 概要について 

イ 実施状況について 

ウ 今後の取組について 
 
２ 市議会だよりの編集・発行について 

（１）市議会だよりの概要について 

（発行回数、部数、規格、ページ数等） 

（２）編集方針について 

（３）特色ある紙面づくりについて 

（４）今後の課題について 



大分県大分市議会
R5.4.18 (火)



資料１ 

市民を対象とした大分市議会の取組一覧 
 
１．市民意見交換会 （平成２０年〜） 

 

２．若年層との意見交換会 （平成２３年〜） 

 

３．若年層に特化した議会モニター制度 （令和３年〜） 

 

４．高校生議会（平成 28 年８月 20 日開催） 

 

５．子ども市議会（平成 16 年〜） 

 ※大分市及び大分市教育委員会主催。（概ね５年に 1 度開催） 

 



資料３ 

 

 

 

 

 

 

 

１．開会 

  ２．会場代表者あいさつ 

  ３．議会からの報告 

    ○事務事業評価結果 

  ４．テーマに基づいた意見交換 

    （テーマ：「（仮称）大分市若者参画条例」について） 

５．市議会及び市政への意見 

  ６．閉会 

 



１ 

 

 議会のしくみ  

 

【 市議会の役割 】  

私たちの大分市を快適な住みよいまちにするためには、市民一人ひとりが「自分たちで

考え、話し合い、決め、自分たちの手で実行する」ことが理想的な住民自治ですが、全部の

市民が一堂に会して話し合うことは不可能です。そのため、市民の中から代表者を選び、

その代表者を通じて話し合いますが、この代表者が市長と市議会議員です。 

 市議会は、市議会議員が集まって、市民の要望、意見等を市政に反映させるため、市の

予算や条例などについて話し合って決めているところで、市議会を「議決機関」ともいいま

す。また、決まったことを実際に進めていく市長を「執行機関」といい、市議会と市長は、そ

れぞれ独立した立場でけん制し合い、協力し合いながら、車の両輪のように、ともに市の発

展のため活動しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 民 

市 長 市議会 

議決・調査・検査 

予算・条例などを提案 

請願・陳情 

選挙 
本会議の公開 選挙 行政サービス 

（執行機関） （議決機関） 

二元代表制 



２ 

 

【 議会の権限 】 

 

１．議決権 
 (1)条例を定める・改める・廃止する。 
 (2)予算を定める。 
 (3)決算を認める。 
 (4)重要な契約を結ぶ。 
 (5)その他の法律で定められていることを決める。 
 

２．監視権 
 (1)市の仕事が正しく行われているか、調べたり検査などをする。 
 

３．意見表明権 
 (1)国・県などへ、市民のために意見書を提出する。 
 (2)市の仕事について、市民から要望（請願・陳情）を受ける。 
 

４．選挙権 
 (1)議長・副議長・選挙管理委員などを選ぶ。 
 

５．自律権 
 (1)委員会の設置などについて、他から干渉されることなく、自ら決める。 
 

 

 

【 議会の機能 】 （説明文：大分市議会基本条例 第２条「議会の活動原則」抜粋） 

 

１．市政運営のチェック機能 
「市政の公正性、透明性及び信頼性を確保するため、市長及び他の執行機関の市政運
営を監視する」機能 

 

２．民意吸収・反映機能 
「市民の多様な意見を把握し市政に反映させる」機能 

 

３．政策立案機能 
「市民の代表である議員相互の自由な討議により、政策を自ら立案する」機能 
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【 議案などの審議の流れ 】 

 

市議会に提出された議案などは、まず本会議にかけて提出者の説明を聞いた上で、委

員会に付託して審査をします。 

委員会の審査が終わると、委員長が審査の経過や結果を本会議で報告し、多数決によ

って最終の決定をします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本会議とは 

本会議は、議場において議案などを審議したり、議会の最終的な意思を決めますが、

原則として、議員定数の半数以上が出席しなければ開くことができません。 

委員会とは 

議案などは数が多く、内容も広い範囲にわたるので、いくつかの分野ごとに分けた方

が効率もよく、より深く審議できるため、本会議の下、審査機関として委員会が設けられて

います。 

市議会には、次の委員会が設置されています。議員は、いずれかの常任委員会に必

ず所属することとなっています。 
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常任委員会（任期：２年） 

名 称 定数 所 管 事 項 

総務常任委員会 ９人 

総務部、企画部、財務部、市民部、消防局、会計課、 

監査委員及び選挙管理委員会の所管に属する事項並びに 

他の委員会の所管に属さない事項 

厚生常任委員会 ９人 福祉保健部及び子どもすこやか部の所管に属する事項 

文教常任委員会 ９人 教育委員会の所管に属する事項 

建設常任委員会 ９人 
土木建築部、都市計画部及び上下水道局の所管に属する事

項 

経済環境常任委員会 ８人 
環境部、商工労働観光部、農林水産部及び農業委員会の所

管に属する事項 

 

議会運営委員会（任期：２年） 

名 称 定数 所 管 事 項 

議会運営委員会 ７人 
付託案件の審査及び議会の適正かつ円滑な運営を図るため 

必要な事項 

 

特別委員会 

名 称 定数 所 管 事 項 

子ども育成・行政改革推進 

特別委員会 
１０人 

子どもに関する基本的な計画及び施策並びに 

行政改革に関する調査 

総合交通対策特別委員会 １３人 
交通体系及び公共交通並びに交通安全対策に 

関する調査 

地域活性化対策特別委員会 １２人 中心市街地の活性化及び過疎対策に関する調査 

 

※他に毎年、決算審査特別委員会が設置されます。 
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協議又は調整を行うための場 

名 称 所 管 事 項 構成員 招集権者 

会派代表者会議 
議会の運営に関し会派間の協議又は

調整を行うこと。 

議長、副議長及び 

各会派代表者１名 
議長 

全員協議会 
市政の重要な課題等及び議会の運営

に関し協議又は調整を行うこと。 
全議員 議長 

広報委員会 
議会の広報に関し協議又は調整を 

行うこと。 

会 派 から 選 出 さ れ た

各１名の議員 
委員長 

議会活性化推進

会議 

議会の改革及び大分市議会基本条

例に基づく議会運営に関し協議又は

調整を行うこと。 

議長、副議長及び会

派 か ら 選 出 さ れ た  

各１名以上の議員 

会長 
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議会改革の取り組み 

 

項 目 内   容 

本会議の中継 市政に関わる重要な案件を審査、議決する本会議の中

継を開始しました。 

・平成 16 年 12 月 インターネット中継 
・平成 18 年 ９月 ケーブルテレビ中継 
・平成 19 年 ９月 インターネット録画中継 

委員会議事録の公開 平成 20 年第１回定例会分から、５つの常任委員会及

び３つの特別委員会について、ホームページで一般公開

しました。 

市民意見交換会 市民の多様な意見を把握し、市政に反映させ、市民と

一緒にまちづくりの活動に取り組むため、毎年、市民意

見交換会を開催することにしました。 

(平成 20 年７月から) 

大分市議会基本条例の制定 

平成 20 年 12 月 17 日制定 

平成 21 年 ４月 １ 日施行 

議会や議員のあり方、市民や市長との関係などの議会

に係る基本的な事項を定めた議会における最高規範を

制定しました。 

請願・陳情の取扱いの見直し 請願及び陳情を市民による政策提案と位置づけると

ともに、提案者の意見を聴く機会を設けました。 

決 算 審 査 特 別 委 員 会 で の 

分 科 会 方 式 の 導 入 

平成 22 年第３回定例会から、より迅速で効率的、効

果的な決算審査とするため、ほぼ全議員が参加するとと

もに、５つの分科会に分かれて審査する分科会方式を導

入し、同定例会中に認定することとしました。 

大分市子ども条例の制定 

平成 23 年 ３月 16 日制定 

平成 23 年 ５月 ５日施行 

家庭、学校等、地域、事業主及び市が連携協力し、子

育てや子どもの育ちを社会全体で支援することにより、

すべての子どもが健やかに育つ社会の実現を図るため

制定しました。 
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項 目 内   容 

賛否の公開 各議員の議案に対する賛否の公開について、議会ホー

ムページへの掲載は平成 23 年第１回定例会分から、議

会だよりへの掲載は平成 23 年第２回定例会分から始め

ました。 

若年層との意見交換 若年層の政治参加意識を喚起するために、高校、大学

（短期大学含む）、専門学校の３つに区分する中で、各１校

以上と意見交換を行っています。 

 

【令和３年度 若年層との意見交換 アンケート記述(抜粋)】 

・もっと若い人も議会などに加わって、様々な年代の人が 

意見を出し合えるようになってほしい。 

・大分市をいい町にするためにいろいろ考えていてすごいと 

思いました。 

・スマホをもっと利用して若者を取り入れてほしい。 

・もっと大分市の住みやすさが向上するような政策を考えて

ほしい。 

議会が行う事務事業評価導入 決算審査の一環として、市が執行する事務事業につい

て、必要性、妥当性、達成度、費用対効果などの観点から

議会が評価を行い、決算審査をより深め、その結果を今後

の行政の事務事業の点検、改善につなげ、さらに翌年度の

予算編成に反映させ、もって市民福祉の向上及び市政の発

展に寄与します。今年９月の第３回定例会においても、15 の

評価対象事務事業について、評価を行います。 

災害対策に関する提言 

 

 

 

東日本大震災の発生や福島第一原子力発電所の事故

を受け、災害対策の重要性が一層高まっていることか

ら、市民の生命・財産を守り、本市への災害を未然に防

ぐよう災害規模を減じ、また災害を受けた場合の速やか

な復興を図るため、本市の災害対策について必要な対策

等を取りまとめ、市長に対し提言を行いました。 
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項 目 内   容 

大 分 市 議 会 災 害 時 行 動  

マニュアルの策定 

災害発生時における大分市議会の安否確認や連絡体

制の方法を予め決めておくもので、被害状況の報告やそ

の対応の協議、また議員の参集など、災害発生時におい

て議員一人ひとりのとるべき行動を時間の流れに沿っ

て策定しました。 

議会ＢＣＰ（業務継続計画）

の策定 

南海トラフ巨大地震などの大規模災害に備え、災害発

生時における本会議の招集、議案の審議、採択に関する

手順を予め決めておくもので、予算などの重要議案の審

議が遅れて市政運営に支障が出ないようにすることを

目的としています。定例会の招集前から最終日までを６

つの期間に分け、災害が発生する時期に応じて議案審議

の流れや手続きをまとめました。 

大分市民のこころといのちを

守る条例の制定 

平成 27 年 ９月 10 日制定 

平成 28 年 ４月 １日施行 

自殺対策を総合的に推進し、市民一人ひとりのこころ

といのちを守り、ともに支え、ともに生きる社会の実現

を図るため制定しました。 

大分市高校生議会の開催 18 歳選挙権を記念し、大分市の将来を担う高校生によ

る模擬市議会を開催することにより、高校生の政治参加

意識を高めることを目的として、平成 28 年８月 20 日に

大分市高校生議会を開催しました。 

各学校から選出された高校生議員が議場で一般質問

を行い、その後、市議会議員と高校生議員が意見交換を

行いました。 

大分市健康づくり推進条例の

制定 

平成 30 年 12 月 14 日制定 

平成 31 年 ４月 １日施行 

行政機関をはじめとして関係機関・団体等が一体とな

って、市民の健康づくりを総合的かつ効果的に推進する

ことにより、誰もが健康で安心して暮らせるまちの実現

を目指すため制定しました。 
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項 目 内   容 

投票率の向上対策について

の政策提言 

平成 31 年 4 月に行われた県知事・県議会議員選挙や

市長選挙において選挙の投票率が最低水準に低下する

など、選挙の投票率が年々低下している背景を踏まえ、

その現状を改善するため、「投票率の向上対策」につい

て政策提言を目指し、調査研究を行いました。 

令和 2 年 9 月に「投票率の向上対策に関する提言書」

を市長および選挙管理委員会委員長に提出するととも

に、議会が主体的に取り組んでいく事項として「投票率

の向上に向けた議会の取り組み」を取りまとめました。 

令和 2 年 12 月には、国に対する要望事項を取りまと

め、「投票率の向上に向けた公職選挙法等の改正を求め

る意見書」を国に提出しました。 

団体等との意見交換 市民の皆様からの多様なご意見をお聞きし、市政に反

映させるため、市内の団体や事業所等を対象に、議員が

直接会場にうかがい、ご希望のテーマ・内容に沿った意

見交換を行う、団体等との意見交換を開始しました。 

若年層に特化した議会モニター 若年層の政治参加意識を喚起し、市議会に対する関心

を高めるとともに、意見等を広く聴取し、議会活動等に

反映させることにより、議会機能の充実及び強化を図る

ことを目的とした、若年層に特化した議会モニター制度

を開始しました。 

議会ＢＣＰ（業務継続計画）

へ感染症対策編の追加 

既存の大分市議会ＢＣＰは自然災害を想定しており、

感染症流行に関する対応手順等の明記がなかったため、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、感染症ま

ん延時の議会の体制等について調査研究を行いました。 

その結果、既存の議会ＢＣＰを「議会ＢＣＰ（自然災

害編）」と改定し、感染症まん延時の議会・議員の役割

及び行動規範を定めた「議会ＢＣＰ（感染症対策編）」

を策定し、様々な災害等に対応できるようにしました。 
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＜議会改革の取り組みに対する評価等（参考）＞ 

 

○日経グローカル 全国市区議会改革度調査（２年に１度調査） 

 ※平成 30 年は議会活力度調査 

平成 22 年：第 ６位（807 市区議会中） 

平成 24 年：第 50 位（804 市区議会中） 

平成 26 年：第 36 位（813 市区議会中） 

平成 28 年：調査なし 

平成 30 年：第 13 位（813 市区議会中） 

 

○早稲田大学マニフェスト研究所全国地方議会改革度調査 

 平成 29 年：第 46 位（1,318 地方議会中） 

 平成 30 年：第 45 位（1,447 地方議会中） 

 令和 元年：第 108 位（1,433 地方議会中） 

 令和 ２年：第 155 位（1,404 地方議会中） 

 令和 ３年：第 75 位（1,355 地方議会中） 

 

 

○中核市議会議長会 議会報コンクール 

平成 21 年 第 ４回：優秀賞 

平成 22 年  第 ５回  ※開催地が大分市であったため、参考出品とした。 

平成 23 年 第 ６回：最優秀賞 

平成 24 年  第 ７回：優秀賞 

平成 25 年  第 ８回：最優秀賞 

平成 27 年 第 10 回：最優秀賞 

平成 28 年 第 11 回：優秀賞 

令和 ２年 第 15 回：特別賞 

 

○他市区議会からの議会改革に関する視察を全て議員が対応 

平成 21 年４月から令和４年３月末：延べ 243 市区議会 (2,124 名) 
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○ 市民意見交換会における意見･質問等への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○意見・質問等の取り扱いについて 

 

 多くの市民の皆さんからいただいたご意見等については、その内容

が類似しているものをまとめるなど整理した上で、検討を行います。 

 

 検討が終わりましたら、対応の経過をまとめた冊子を、各支所、公民

館等に備え付けます。 

 また、市議会のホームページでもご覧いただけます。 

○意見・質問等の取り扱いの流れ 

 

市民意見交換会で出さ
れた意見・質問等

議会内（各委員会
等）において検討

公　表

次回の市民意見交換
会で報告

 

市担当  

部局 
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議会からの報告 

・ 事務事業評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

○評価区分の説明 

評 価 区 分 内 容 

拡充 

予算を増額して事業を行う 

【例】①事業内容として効果があり、事業費を増額 

するなどして事業を行うべきである。 

継続 
予算、事業内容ともに現状を維持する 

【例】①現状のままで十分効果があり特に変更なし。 

改善の上で継続 

現行の予算の範囲内において、事業内容を改善する 

【例】①事業内容を一部見直して継続すべきである。 

   ②事業費等を縮小した上で継続すべきである。 

終期設定し終了 

時期を定め事業を終了する 

【例】①事務事業の目的がおおむね達成されており、今後 

の効果があまり期待できない。 

   ②市が行う必要性がなく、民間活力を導入すべきであ 

る。 

休止・廃止 

次年度から休止・廃止 

【例】①財政状況、他に優先すべき事業があり、一時休止 

すべきである。 

   ②所期の目的が既に達成されている。 

   ③事務事業の必要性が低く、成果が出ていないため 

廃止すべきである。 

○事務事業評価 

平成２４年より、決算審査の一環として、事務事業評価を導入しました。 

事務事業評価とは、市が行う事務事業を必要性、妥当性、達成度、費用対

効果などの観点から、「拡充」、「継続」、「改善の上で継続」、「終期設定し終

了」、「休止・廃止」の５つの区分で評価することにより、決算審査をより深め、

その結果を今後の行政の事務事業の改善等につなげ、さらに翌年度の予

算編成に反映させるよう求めるものです。 
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令和４年度 事務事業評価（議会） 

（令和３年度決算） 
 

分 科 会 評 価 結 果  
 

分 科 会 名  総務分科会 整 理 番 号  総務－２ 

事 務 事 業 名  大 分 市 自 治 会 連 合 会 運 営 費 等 補 助 金  

評 価 区 分  

（事務事業の方向性） 
１ 拡 充 ２ 継 続 ３ 

改善の上

で継続 
４ 

終期設定 

し終了 
５ 休止・廃止 

〈上記評価区分とした理由、改善内容、提案事項等〉 

 

 本事業は、地域におけるまちづくりの主体となっている自治会が、それぞれ

の地域の特性に応じたまちづくりをより一層推進できるよう、自治会連合組織

の運営等の支援を行い、地域コミュニティの活性化を図ることを目的としてい

る。 

 高齢化の加速や住民の地域への帰属意識の希薄化等から、地域活動の担い手

が不足している現状を踏まえ、自治会同士の連携を密にし、情報共有と自治会

間の横のつながりを強化することが重要であることから、本事業の必要性は認

められる。 

 今後も、自治会連合会への支援や相談体制の充実に努めるとともに、校区ま

ちづくり協議会の設立促進に対しても引き続き支援することを求め、継続とし

た。 
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令和４年度 事務事業評価（議会） 

（令和３年度決算） 
 

分 科 会 評 価 結 果  
 

分 科 会 名  厚生分科会 整 理 番 号  厚生－１ 

事 務 事 業 名  孫 育 て 応 援 事 業  

評 価 区 分  

（事務事業の方向性） 
１ 拡 充 ２ 継 続 ３ 

改善の上

で継続 
４ 

終期設定 

し終了 
５ 休止・廃止 

〈上記評価区分とした理由、改善内容、提案事項等〉 

 

 本事業は、昔と今の子育て方法の違い等を示した「おおいた孫育てガイドブッ

ク」を作成、配布するとともに、ガイドブックを活用して講義や実技を行う孫

育て応援教室を開催することで、子育てに関する祖父母世代と親世代の世代間

の摩擦を解消し、子育てを祖父母世代がサポートすることで、家族全体で子育

てを支える機運の醸成を図ることを目的としている。 

 近年、共働きの両親に代わって孫の世話をする祖父母が増える中、ガイドブ

ックや講義、実技の実践は改めて今の育児を学ぶよい機会となっている。 

 今後は、ガイドブックの掲載内容等を工夫するとともに、孫育て応援教室へ

の参加者増加に向けて、講座内容やチラシ配布を含めた周知方法について見直

しを行うことで、さらに効果的な事業とすることを求め、改善の上で継続とし

た。 

 



１５ 

 

令和４年度 事務事業評価（議会） 

（令和３年度決算） 
 

分 科 会 評 価 結 果  
 

分 科 会 名  文教分科会 整 理 番 号  文教－１ 

事 務 事 業 名  不 登 校 児 童 生 徒 支 援 事 業  

評 価 区 分  

（事務事業の方向性） 
１ 拡 充 ２ 継 続 ３ 

改善の上

で継続 
４ 

終期設定 

し終了 
５ 休止・廃止 

〈上記評価区分とした理由、改善内容、提案事項等〉 

 

本事業は、学校に登校はできるものの教室には入室できない児童生徒が教室

復帰したり、登校に不安を抱える児童生徒が安心して登校したりできるよう支

援教室において専任のスタッフが支援・援助等を行うものである。 

生徒指導や教育相談に関する専門的な知識と技能を備えた退職教職員等が、

スクールライフサポーターとして支援教室に常駐することにより、支援教室に

登校する児童生徒個々の状況に応じ、学習面、生活面におけるきめ細かな支援・

援助に加え、進路相談や保護者との教育相談が可能となることから、本事業の

必要性は高いと認められる。 

今後は、児童生徒が不登校となる要因等の調査に努めるとともに、地域人材

の掘り起こし等教育現場における人材を確保する中で、全校において児童生徒

へのきめ細かな支援・援助が可能となるよう、スクールライフサポーターの配

置校を増やしていく必要があることから拡充とした。 
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令和４年度 事務事業評価（議会） 

（令和３年度決算） 
 

分 科 会 評 価 結 果  
 

分 科 会 名  建設分科会 整 理 番 号  建設－２ 

事 務 事 業 名  新 た な モ ビ リ テ ィ サ ー ビ ス 事 業  

評 価 区 分  

（事務事業の方向性） 
１ 拡 充 ２ 継 続 ３ 

改善の上

で継続 
４ 

終期設定 

し終了 
５ 休止・廃止 

〈上記評価区分とした理由、改善内容、提案事項等〉 

 

本事業は、高齢者等の移動困難者の支援や過疎地域における移動手段の確保

やドライバー不足への対応など、地域公共交通が抱える課題解決に向けた取組

として、グリーンスローモビリティの実験運行を実施するとともに、自動運転

車両の活用方法を調査するなど、多様な技術を活用した新たなモビリティサー

ビスの創出を目的としている。 

 本市においても、交通事業者のドライバー不足や高年齢化が深刻になってい

るほか、運転免許返納者が増加傾向にあることから、今後、公共交通に対する

ニーズが高まることが予測される。また、将来を見据えて、周辺自治体を含め

た移動の円滑化や観光・誘客の促進等を図る観点、カーボンニュートラルを目

指す観点からも、本事業の必要性は高いと認められる。 

 今後も、引き続き交通弱者の支援のため、ふれあい交通運行事業や路線バス

代替交通運行事業等の既存事業との連携を踏まえたうえで、国の動向を注視し

つつ、本市における自動運転のあり方や空飛ぶクルマの社会実装に向けた調

査・検討を継続して行い、グリーンスローモビリティ実験運行については、こ

れまでの実験内容を検証し、事業化に向けた検討を行うことを求め、改善の上

で継続とした。 
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令和４年度 事務事業評価（議会） 

（令和３年度決算） 
 

分 科 会 評 価 結 果  
 

分 科 会 名  経済環境分科会 整 理 番 号  経済環境－1 

事 務 事 業 名  有 害 鳥 獣 対 策 事 業  

評 価 区 分  

（事務事業の方向性） 
１ 拡 充 ２ 継 続 ３ 

改善の上

で継続 
４ 

終期設定 

し終了 
５ 休止・廃止 

〈上記評価区分とした理由、改善内容、提案事項等〉 

 

本事業は、野生鳥獣（イノシシ等）による農作物の被害に加え、近年は住宅

地に出没し人身被害が懸念される事例が増加傾向にある。これらの有害鳥獣を

捕獲するとともに、防護柵の設置等の予防対策を進めることで被害の軽減を図

ることを目的としている。 

有害鳥獣の捕獲に対する報奨金や防護柵設置、新規わな免許取得者への補助

等を通じ、この 10 年間で有害鳥獣捕獲班員は約 100 名増加し、イノシシの捕獲

頭数は年平均で５倍の約 1400 頭に増加するなど、一定の効果は認められる。 

しかしながら、依然、本市における農作物等の被害は深刻な状況であり、ま

た、有害鳥獣の住宅地等への出没は人的被害も懸念される。鳥獣被害を減らす

ため、今後も大分市猟友会等との連携も含め、捕獲や追払いなどを行う人員の

確保に努めるとともに、捕獲や農作物等への被害防止に対する補助をよりニー

ズに合ったものにすることによって、一層の対策強化を求め、拡充とした。 
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【 若者を取り巻く現状 】 

 

 

 

                            

                                 

 

【 現状を踏まえての課題 】  

 

 

 

 

 
 
【 条例を制定する目的 】 

 

 

 

 

 

 
 

【 条例の概要（特色）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○少子高齢化の進展 

○進学や就職を機に大分市から若者が流出 

○若者の投票率が低い。 

○年齢が上がるにつれ、将来に夢や希望を持つ割合が減少 

 ○若者の活躍推進に関する基本理念を定める。 

○若者の活躍を推進するため、若者、市民、地域コミュニティ、 

学校等、事業者、市民活動団体の役割や市の責務を明らかにする。 

○若者の成長及び社会参画の促進を図り、若者の持つ活力が循環す

るまちの実現を図る。 

「（仮称）大分市若者参画条例」について 

○社会の担い手の減少 

○まちの活力の低下 

○若者が行政や政治に意見を言える機会が少ない。 

○若者が必要とする施策が展開できているか。 

○若者は、おおむね１６歳から２９歳までを対象としている。 

 ○若者が、暮らす地域に関心を深めることや、自主的活動に取り

組み、その能力と行動力を発揮することを促す。 

○市は、若者の活躍推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施

することを定める。 

○議会は、市の施策が効果的に推進されるよう、監視・評価を行

い、必要に応じて提言を行うとともに、若者の政治参画に対す

る意識醸成や意見の把握に取り組む。 
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「（仮称）大分市若者参画条例」　構成図（案）

目的 定義

基本理念

市民の役割若者の役割

市民活動団体

の役割

地域コミュニティ

の役割

事業者の

役割

議会の取組等

①若者の意見の収集

②若者の参画の仕組み

③若者の自主的な活動に対する

支援と協力

④交流・連携

⑤広報及び啓発

⑥上記①～⑤のほか、若者の活躍

を推進するために必要な施策

推進計画

施策の基本

となる事項

学校等の役割 市の責務

総則

市の責務、関係者の役割

推進計画、施策 議会の監視・評価等

１ ２

３

４ ５

６

７

８

９

10

11

12

13

雑則

委任
14

前文
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「（仮称）大分市若者参画条例」の骨子（案） 

１ 目的 

（１）若者の活躍の推進に関する基本理念を定めること。 

（２）若者、市民、地域コミュニティ、学校等、事業者、市民活動団体の役割、

市の責務を明らかにすること。 

（３）若者の活躍推進に関する基本的事項を定めること。 

（４）若者の成長及び社会参画の促進を図ること。 

（５）若者の持つ活力が循環するまちを実現する。 

 

２ 定義 

（１）市民 

   市内に住所を有する者及び市内に通勤し、又は通学する者をいう。 

（２）若者 

おおむね１６歳から２９歳までの者をいう。 

（３）地域コミュニティ 

   自治会等、地域を基盤に形成された団体をいう。 

（４）学校等 

   高等学校、大学、高等専門学校、専修学校をいう。 

（５）事業者 

   市内において事業活動を行う個人、法人をいう。 

（６）市民活動団体 

   市内において若者の社会参画に関係する団体をいう。 
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３ 基本理念 

（１）若者が社会の担い手の一員であることを認識し、社会で活躍できるよう社

会的気運を醸成すること。 

（２）若者の意見及び自主性を尊重しつつ、その自主的な活動に対して必要な支

援を行うこと。 

（３）若者、市民、地域コミュニティ、学校等、事業者、市民活動団体及び市が、

それぞれの役割または責務を認識し、相互に連携を図りながら協働で取り組

むこと。 

 

４ 若者の役割 

（１）自らが暮らす地域に関心を深めるとともに、地域コミュニティや市民活動

団体等が取り組む活動や市が実施する施策に積極的に参加または、協力する

よう努めること。 

（２）社会の様々な場面において活躍の場があることを認識し、自主的な活動に

取り組み、その持てる能力や行動力を発揮するよう努めること。 

 

５ 市民の役割 

（１）若者に対して社会参画に関する必要な情報の提供、助言その他の支援を行

うよう努めること。 

（２）市が実施する施策をはじめ、若者の活躍推進のための取組に協力するよう

努めること。 
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６ 地域コミュニティの役割 

（１）若者が参加しやすい活動の実施と活動への参加を促し、地域に関する必要

な情報の提供、助言その他の支援を行うよう努めること。 

（２）市が実施する施策をはじめ、若者の活躍推進のための取組に協力するよう

努めること。 

 

７ 学校等の役割 

（１）若者の地域活動への参加及び自主的な活動の促進等を通じて、若者の社会

参画を支援するよう努めること。 

（２）市が実施する施策をはじめ、若者の活躍推進のための取組に積極的に協力

するよう努めること。 

 

８ 事業者の役割 

（１）若者の自主的な活動に対する支援、交流活動の実施等を通じて、若者の社

会参画を支援するよう努めること。 

（２）市が実施する施策をはじめ、若者の活躍推進のための取組に積極的に協力

するよう努めること。 

 

９ 市民活動団体の役割 

（１）それぞれが目的や理念を実現しようとする活動を通じて、若者の自己形成

及び成長を支援するよう努めること。 

（２）若者が自由に意見を言える環境づくりや、必要な情報の提供、助言その他

の支援を行うよう努めること。 

（３）市が実施する施策をはじめ、若者の活躍推進のための取組に協力するよう

努めること。 
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１０ 市の責務 

（１）若者活躍に関する施策を総合的かつ計画的に実施すること。 

（２）施策を実施するに当たっては、若者、市民、地域コミュニティ、学校等、

事業者、市民活動団体等の意見を反映させるよう努めるとともに、相互に連

携するよう努めること。 

（３）若者活躍を推進するための環境整備を図ること。 

（４）この条例の目的を達成するため、必要に応じて財政上の措置その他の措置

を講じること。 

 

１１ 推進計画 

（１）若者の活躍推進に関する施策を実施するため、若者の活躍推進に関する計

画を策定すること。 

（２）推進計画は、次に掲げる事項について定めること。 

  ① 若者の活躍に関する基本方針 

  ② 若者の活躍に関する施策 

  ③ 上記①、②に掲げるもののほか、若者の活躍を総合的かつ計画的に推進す

るために必要な事項 

（３）策定に当たっては、若者をはじめとする関係者から広く意見を聴くこと。 

（４）計画を策定したときは、速やかに公表すること。 
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１２ 施策の基本となる事項 

（１）若者の意見の収集に関すること。 

（２）若者の参画の仕組みに関すること。 

（３）若者の自主的な活動に対する支援と協力に関すること。 

（４）交流・連携に関すること。 

（５）広報及び啓発に関すること。 

（６）上記（１）～（５）に掲げるもののほか、若者の活躍を推進するために必

要な施策。 

 

１３ 議会の取組等 

（１）若者の活躍に関する施策が効果的に推進されるよう監視・評価を行うとと

もに必要に応じて提言等を行うこと。 

（２）若者と交流する機会を設け、若者の政治参画に対する意識醸成に努めると

ともに、意見の把握に努めること。 

 

１４ 委任 

この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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意見交換の相手方 実施日

1 任意団体　connective impact 令和３年１１月１０日（水）

2 ＮＰＯ法人　おおいた子ども支援ネット 令和３年１２月１８日（土）

3 佐藤　和輝　氏 令和３年１２月２７日（月）

4 MC　Max　氏、小野 智将 氏 令和４年１月１３日（木）

5 　成人記念集会実行委員会 令和４年１月１３日（木）

6 　日本文理大学 令和４年１月２１日（金）

7 　大分オトナカフェ 　令和４年２月２２日（火）

8 　大分短期大学　園芸科 　令和４年２月２５日（金）

9 　大分商工会議所青年部 　令和４年３月２日（水）

10 　未来応援コミュニティ　b-room 　令和４年４月１９日（火）

11 　大分市自治会連合会 　令和４年５月１９日（木）

12 　大分市民生委員児童委員協議会 　令和４年５月１９日（木）

13 　大分市青少年健全育成連絡協議会 　令和４年５月３０日（月）

条例策定に向けた関係者との意見交換の実施実績（日程順）
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資料６

若年層との意見交換　開催実績

高校・高専 大学・短期大学 専門学校

平成２３年度
大分舞鶴高校
大分工業高校

大分大学
大分経理専門学校
ＩＶＹ総合技術工学院

平成２４年度
情報科学高校
大分工業高等専門学校

日本文理大学
大分経理専門学校
ＩＶＹ総合技術工学院

平成２５年度
鶴崎工業高校
大分雄城台高校
大分国際情報高校

芸術文化短期大学
大分経理専門学校
ＩＶＹ総合技術工学院

平成２６年度
大分高校
大分西高校
大分商業高校

看護科学大学
大分経理専門学校
アンビシャス国際美容学校

平成２７年度
大分豊府高校
大分南高校
芸術緑丘高校

大分大学 明日香美容文化専門学校

平成２９年度
大分上野丘高校
大分工業高校

日本文理大学 ＩＶＹ総合技術工学院

平成３０年度
大分東高校
岩田高校

大分大学 田北調理師専門学校

令和元年度
爽風館高校
大分支援学校

芸術文化短期大学 大分経理専門学校

※令和２年度 爽風館高校 － －

※令和３年度 爽風館高校 － －

※令和４年度 － － －

※新型コロナウイルス感染症の影響により、爽風館高校のみ実施（令和２年度及び令和３年度）

※新型コロナウイルス感染症の影響により未実施（令和４年度）
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   ①議会のしくみ 

   ②議会改革の取り組み 

 



 

１ 

 

 ①議会のしくみ  

 

【 市議会の役割 】  

私たちの大分市を快適な住みよいまちにするためには、市民一人ひとりが「自分たちで

考え、話し合い、決め、自分たちの手で実行する」ことが理想的な住民自治ですが、全部の

市民が一堂に会して話し合うことは不可能です。そのため、市民の中から代表者を選び、

その代表者を通じて話し合いますが、この代表者が市長と市議会議員です。 

 市議会は、市議会議員が集まって、市民の要望、意見等を市政に反映させるため、市の

予算や条例などについて話し合って決めているところで、市議会を「議決機関」ともいいま

す。また、決まったことを実際に進めていく市長を「執行機関」といい、市議会と市長は、そ

れぞれ独立した立場でけん制し合い、協力し合いながら、車の両輪のように、ともに市の発

展のため活動しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 民 

市 長 市議会 

議決・調査・検査 

予算・条例などを提案 

請願・陳情 

選挙 
本会議の公開 選挙 行政サービス 

（執行機関） （議決機関） 

二元代表制 
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【 議会の権限 】 

 

１．議決権 
 (1)条例を定める・改める・廃止する。 
 (2)予算を定める。 
 (3)決算を認める。 
 (4)重要な契約を結ぶ。 
 (5)その他の法律で定められていることを決める。 
 

２．監視権 
 (1)市の仕事が正しく行われているか、調べたり検査などをする。 
 

３．意見表明権 
 (1)国・県などへ、市民のために意見書を提出する。 
 (2)市の仕事について、市民から要望（請願・陳情）を受ける。 
 

４．選挙権 
 (1)議長・副議長・選挙管理委員などを選ぶ。 
 

５．自律権 
 (1)委員会の設置などについて、他から干渉されることなく、自ら決める。 
 

 

 

【 議会の機能 】 （説明文：大分市議会基本条例 第２条「議会の活動原則」抜粋） 

 

１．市政運営のチェック機能 
「市政の公正性、透明性及び信頼性を確保するため、市長及び他の執行機関の市政運
営を監視する」機能 

 

２．民意吸収・反映機能 
「市民の多様な意見を把握し市政に反映させる」機能 

 

３．政策立案機能 
「市民の代表である議員相互の自由な討議により、政策を自ら立案する」機能 
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【 議案などの審議の流れ 】 

 

市議会に提出された議案などは、まず本会議にかけて提出者の説明を聞いた上で、委

員会に付託して審査をします。 

委員会の審査が終わると、委員長が審査の経過や結果を本会議で報告し、多数決によ

って最終の決定をします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本会議とは 

本会議は、議場において議案などを審議したり、議会の最終的な意思を決めますが、

原則として、議員定数の半数以上が出席しなければ開くことができません。 

委員会とは 

議案などは数が多く、内容も広い範囲にわたるので、いくつかの分野ごとに分けた方

が効率もよく、より深く審議できるため、本会議の下、審査機関として委員会が設けられて

います。 

市議会には、次の委員会が設置されています。議員は、いずれかの常任委員会に必

ず所属することとなっています。 
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常任委員会（任期：２年） 

名 称 定数 所 管 事 項 

総務常任委員会 ９人 

総務部、企画部、財務部、市民部、消防局、会計課、 

監査委員及び選挙管理委員会の所管に属する事項並びに 

他の委員会の所管に属さない事項 

厚生常任委員会 ９人 福祉保健部及び子どもすこやか部の所管に属する事項 

文教常任委員会 ９人 教育委員会の所管に属する事項 

建設常任委員会 ９人 
土木建築部、都市計画部及び上下水道局の所管に属する事

項 

経済環境常任委員会 ８人 
環境部、商工労働観光部、農林水産部及び農業委員会の所

管に属する事項 

 

議会運営委員会（任期：２年） 

名 称 定数 所 管 事 項 

議会運営委員会 ７人 
付託案件の審査及び議会の適正かつ円滑な運営を図るため 

必要な事項 

 

特別委員会 

名 称 定数 所 管 事 項 

子ども育成・行政改革推進 

特別委員会 
１０人 

子どもに関する基本的な計画及び施策並びに 

行政改革に関する調査 

総合交通対策特別委員会 １３人 
交通体系及び公共交通並びに交通安全対策に 

関する調査 

地域活性化対策特別委員会 １２人 中心市街地の活性化及び過疎対策に関する調査 

 

※他に毎年、決算審査特別委員会が設置されます。 
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協議又は調整を行うための場 

名 称 所 管 事 項 構成員 招集権者 

会派代表者会議 
議会の運営に関し会派間の協議又は

調整を行うこと。 

議長、副議長及び 

各会派代表者１名 
議長 

全員協議会 
市政の重要な課題等及び議会の運営

に関し協議又は調整を行うこと。 
全議員 議長 

広報委員会 
議会の広報に関し協議又は調整を 

行うこと。 

会 派 から 選 出 さ れ た

各１名の議員 
委員長 

議会活性化推進

会議 

議会の改革及び大分市議会基本条

例に基づく議会運営に関し協議又は

調整を行うこと。 

議長、副議長及び会

派 か ら 選 出 さ れ た  

各１名以上の議員 

会長 
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 ②議会改革の取り組み  

 

 

項 目 内   容 

本会議の中継 市政に関わる重要な案件を審査、議決する本会議の中

継を開始しました。 

・平成 16 年 12 月 インターネット中継 
・平成 18 年 ９月 ケーブルテレビ中継 
・平成 19 年 ９月 インターネット録画中継 

委員会議事録の公開 平成 20 年第１回定例会分から、５つの常任委員会及

び３つの特別委員会について、ホームページで一般公開

しました。 

市民意見交換会 市民の多様な意見を把握し、市政に反映させ、市民と

一緒にまちづくりの活動に取り組むため、毎年、市民意

見交換会を開催することにしました。(平成 20年７月から) 

大分市議会基本条例の制定 

平成 20 年 12 月 17 日制定 

平成 21 年 ４月 １ 日施行 

議会や議員のあり方、市民や市長との関係などの議会

に係る基本的な事項を定めた議会における最高規範を

制定しました。 

請願・陳情の取扱いの見直し 請願及び陳情を市民による政策提案と位置づけると

ともに、提案者の意見を聴く機会を設けました。 

決 算 審 査 特 別 委 員 会 で の 

分 科 会 方 式 の 導 入 

平成 22 年第３回定例会から、より迅速で効率的、効

果的な決算審査とするため、ほぼ全議員が参加するとと

もに、５つの分科会に分かれて審査する分科会方式を導

入し、同定例会中に認定することとしました。 

大分市子ども条例の制定 

平成 23 年 ３月 16 日制定 

平成 23 年 ５月 ５ 日施行 

家庭、学校等、地域、事業主及び市が連携協力し、子

育てや子どもの育ちを社会全体で支援することにより、

すべての子どもが健やかに育つ社会の実現を図るため

制定しました。 
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項 目 内   容 

賛否の公開 各議員の議案に対する賛否の公開について、議会ホー

ムページへの掲載は平成 23 年第１回定例会分から、議

会だよりへの掲載は平成 23 年第２回定例会分から始め

ました。 

若年層との意見交換 若年層の政治参加意識を喚起するために、高校、大学

（短期大学含む）、専門学校の３つに区分する中で、各

１校以上と意見交換を行っています。 

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、爽風館高校のみと実施 

 

【令和２年度 若年層との意見交換 アンケート記述(抜粋)】 

・今回のように、学生と直に触れる機会は学生にとっても貴

重なので続けてほしい。 

・私たちの知らないところでいろんなことをされている

のがわかった。 

・これからも大分市がもっと良くなるように私自身頑張

ろうと思った。 

議会が行う事務事業評価導入 決算審査の一環として、市が執行する事務事業につい

て、必要性、妥当性、達成度、費用対効果などの観点か

ら議会が評価を行い、決算審査をより深め、その結果を

今後の行政の事務事業の点検、改善につなげ、さらに翌

年度の予算編成に反映させ、もって市民福祉の向上及び

市政の発展に寄与します。今年９月の第３回定例会にお

いても、15 の評価対象事務事業について、評価を行い

ました。 

災害対策に関する提言 

（平成２４年１２月１４日） 

 

 

東日本大震災の発生や福島第一原子力発電所の事故

を受け、災害対策の重要性が一層高まっていることか

ら、市民の生命・財産を守り、本市への災害を未然に防

ぐよう災害規模を減じ、また災害を受けた場合の速やか

な復興を図るため、本市の災害対策について必要な対策

等を取りまとめ、市長に対し提言を行いました。 
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項 目 内   容 

大 分 市 議 会 災 害 時 行 動  

マニュアルの策定 

災害発生時における大分市議会の安否確認や連絡体

制の方法を予め決めておくもので、被害状況の報告やそ

の対応の協議、また議員の参集など、災害発生時におい

て議員一人ひとりのとるべき行動を時間の流れに沿っ

て策定しました。 

議会ＢＣＰ（業務継続計画）

の策定 

南海トラフ巨大地震などの大規模災害に備え、災害発

生時における本会議の招集、議案の審議、採択に関する

手順を予め決めておくもので、予算などの重要議案の審

議が遅れて市政運営に支障が出ないようにすることを

目的としています。定例会の招集前から最終日までを６

つの期間に分け、災害が発生する時期に応じて議案審議

の流れや手続きをまとめました。 

大分市民のこころといのちを

守る条例の制定 

平成 27 年 ９月 10 日制定 

平成 28 年 ４月 １ 日施行 

自殺対策を総合的に推進し、市民一人ひとりのこころ

といのちを守り、ともに支え、ともに生きる社会の実現

を図るため制定しました。 

大分市高校生議会の開催 18 歳選挙権を記念し、大分市の将来を担う高校生によ

る模擬市議会を開催することにより、高校生の政治参加

意識を高めることを目的として、平成 28 年８月 20 日に

大分市高校生議会を開催しました。 

各学校から選出された高校生議員が議場で一般質問

を行い、その後、市議会議員と高校生議員が意見交換を

行いました。 

大分市健康づくり推進条例の

制定 

平成 30 年 12 月 14 日制定 

平成 31 年  ４月 １ 日施行 

行政機関をはじめとして関係機関・団体等が一体とな 

って、市民の健康づくりを総合的かつ効果的に推進する

ことにより、誰もが健康で安心して暮らせるまちの実現

を目指すため制定しました。 

 

 

 



 

９ 

 

項 目 内   容 

 投票率の向上に向けた議会

の取組 

（令和２年９月１５日） 

投票率の向上に向けた議会の取組について、議会への

関心を高める取組や、議員を身近に感じてもらうための

取組等について、取りまとめました。 

 投票率の向上対策に関する

提言 

（令和２年９月２５日） 

選挙の投票率が年々低下している背景を踏まえ、その

現状を改善するため、投票に行きやすい環境づくりな

ど、投票率の向上のために有効と考えられる取組につい

て取りまとめ、市長に対し提言を行いました。 



 

１０ 

 

＜議会改革の取り組みに対する評価等（参考）＞  

※令和３年 10 月 1 日現在 

○日経グローカル 全国市区議会改革度調査（２年に１度調査） 

平成 24 年：第 50 位（804 市区議会中） 

平成 26 年：第 36 位（813 市区議会中） 

平成 28 年：調査なし 

平成 30 年：第 13 位（813 市区議会中）※平成 30 年より議会活力度調査 

令和 ２年：調査なし 

 

○早稲田大学マニフェスト研究所全国地方議会改革度調査 

平成 23 年：第 1 3 位（1,356 地方議会中） 

平成 24 年：第 1 5 位（1,371 地方議会中） 

平成 25 年：第 2 6 位（1,444 地方議会中） 

平成 26 年：第 4 7 位（1,503 地方議会中） 

平成 27 年：第 4 9 位（1,460 地方議会中） 

平成 28 年：第 6 0 位（1,347 地方議会中） 

 平成 29 年：第 4 6 位（1,318 地方議会中） 

 平成 30 年：第 4 5 位（1,447 地方議会中） 

 令和 元年：第 108 位（1,433 地方議会中） 

 令和 ２年：第 155 位（1,404 地方議会中） 

 

○中核市議会議長会 議会報コンクール 

平成 21 年 第 ４回：優秀賞 

平成 22 年  第 ５回  ※開催地が大分市であったため、参考出品とした。 

平成 23 年 第 ６回：最優秀賞 

平成 24 年  第 ７回：優秀賞 

平成 25 年  第 ８回：最優秀賞 

平成 27 年 第 10 回：最優秀賞 

平成 28 年 第 11 回：優秀賞 

令和 ２年 第 15 回：特別賞 

 

○他市区議会からの議会改革に関する視察を全て議員が対応 

平成 21 年４月から令和３年３月末：延べ 259 市区議会 (2,361 名) 



若
年
層

に
特
化
し
た

市
議

会
モ

ニ
タ

ー
の

目
的

①
若

い
世

代
の

皆
さ

ん
に
、

モ
ニ
タ

ー
活
動

を
通
じ

て
市

議
会
の

活
動

に
関

心
を

持
っ

て
欲
し

い

②
若

い
世

代
の

皆
さ

ん
の

意
見

を
、

議
会

活
動
や

市
政
に

反
映

さ
せ

て
議

会
機

能
を
強
化

・
充

実
さ
せ
た

い

資
料

１
０



資
料

１
１

令
和

４
年
度

 
若

年
層
に

特
化
し

た
議
会

モ
ニ

タ
ー

制
度
概

要

１
．

目
的

　
　

若
年

層
の

政
治

参
加

意
識

を
喚
起

し
、

市
議

会
に

対
す

る
関

心
を
高

め
る

と
と

も
に

、
意

見
等

を
広

く
聴
取

し
、

　
　

議
会

活
動

等
に

反
映

さ
せ

る
こ
と

に
よ

り
、

議
会

機
能

の
充

実
及
び

強
化

を
図

る
こ

と

２
．

参
加

者

　
　

応
募

の
あ

っ
た

学
生

　
（

※
芸
術

文
化

短
期

大
学

・
日

本
文

理
大
学

と
も

に
４

、
５

名
程

度
を

予
定

）

３
．

実
施

概
要

時
期

：
【

芸
短

】
8
月
2
5
日
(
木

)午
後
3
時

時
期

：
９
月

定
例
会

中
時

期
：
【
芸

短
】

9
月
末

（
調
整

中
）

【
文
理

】
8
月
2
6
日
(
金

)午
後
2
時

【
文

理
】

9
月
2
9
日
(
木
)
午
後

2
時

（
９
月

定
例

会
前

の
１

週
間

前
議
運

付
近

）
（
９

月
定

例
会

後
の

早
い

時
期

）

場
所

：
各

大
学

構
内

場
所

：
議
場

(ネ
ッ
ト

視
聴

含
む
)
、

委
員

会
室

場
所

：
各
大

学
構

内

内
容

：
議
員

・
学

生
の

自
己

紹
介

【
10

分
】

内
容

：
議
会

が
行
う

事
務

事
業

評
価

の
傍

聴
内

容
：
学
生

か
ら

の
意

見
発

表
【

2
0
分
】

議
会
の

仕
組

み
な

ど
の

説
明

【
1
5
分

】
本
会

議
及
び

委
員

会
の

傍
聴

学
生

と
の

意
見

交
換

【
40

分
】

学
生
と

の
意

見
交

換
【

3
5
分
】

本
会

議
ネ
ッ

ト
中

継
の

視
聴

（
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

終
え

て
の

感
想

(
モ

ニ
タ

リ
ン
グ

前
の

議
会

の
印

象
等

)
(現

地
傍

聴
の

都
合

が
つ
か

な
い

場
合

)
　
議

会
・

議
員

へ
の

メ
ッ

セ
ー

ジ
等

）

４
．

意
見

交
換

出
席

議
員

　
　

【
芸

術
文

化
短

期
大

学
】

議
会
活

性
化

推
進

会
議

委
員

 ４
、
５

名

　
　

【
日

本
文

理
大

学
】

議
会

活
性
化

推
進

会
議

委
員

 ４
、
５

名

１
回
目
の

意
見

交
換

（
事

前
説
明

）

定
例

会
モ
ニ

タ
リ

ン
グ

（
本

会
議

、
委
員

会
の

傍
聴

等
）

２
回
目

の
意

見
交
換

（
振

返
り

等
）



資料１３ 

中核市議会議長会 議会報コンクール受賞歴 
（※令和５年４月 1 日現在 ６２市中） 

平成 21 年 第 ４回：優秀賞 
 
平成 22 年 第 ５回：※参考出品 

 ※コンクール開催地が大分市であったため。 

平成 23 年 第 ６回：最優秀賞 
 
平成 24 年 第 ７回：優秀賞 
 
平成 25 年 第 ８回：最優秀賞 
 
平成 27 年 第 10 回：最優秀賞 
 
平成 28 年 第 11 回：優秀賞 
 
令和 ２年 第 15 回：特別賞 



資料１４

① 名 称 大分市議会だより

② 創 刊 昭和４９年５月１５日

③ 発 行 形 態 議会報単独発行

④ 発 行 回 数 年４回

⑤ 発 行 部 数 約２２０，０００部（１号あたり）

⑥ ホームページ掲載
PDF及びテキスト形式で掲載
※オオイタイーブックス（別サイト）で電子
書籍版を掲載

⑦ 規 格

(1)版型　Ａ４判冊子型
(2)ページ　12ページ（年１回１６ページ）
(3)活字の大きさ　新聞活字１４ポイント
(4)組型　縦書４段組（１段：１７字×３２行）
(5)色　　 全面カラー刷り
(6)紙質  OKマットコートグリーン４４．５
(7)印刷方法　写植、オフセット印刷

⑧ 配 布 方 法

⑨ 年 間 予 算

⑩
編 集 過 程 で の
議 員 の 関 与

⑪
一 般 質 問 記 事 の
質 問 者 名 掲 載

⑫
議 会 広 報 の
特 色 と 課 題

各会派から１名（１人会派を除く）ずつ選出された委員をもって広報委員会を構成。
広報委員会は毎号２回開催し、１回目は事務局が用意したレイアウト案をもとに紙面割
付や掲載内容、表紙写真の選定、見出しタイトル等について協議を行う。２回目は、１回
目の協議内容によって刷り上がった初校をもとに写真や文言の修正、レイアウトの見直
し等について協議を行う。
代表質問、一般質問、編集後記等の記事は、議員自身が執筆する。

会派名、議員名ともに掲載している。

１．親しみやすく、読みやすくするため、平成２１年度に紙面構成を見直した。
・表紙写真は、議会活動に関連するものを選定。
・議会の思いを伝える「クローズアップ議会　議会の目」を新設。
・写真や表を多く掲載し、見て楽しめるように工夫した。
２．市民からの意見を取り入れ、賛成・反対の双方あった議案について、議員個人
の賛否を掲載するようにした。（第１５０号より）
３．市議会公式ツイッターを開設し、平成３０年３月より情報発信を始めた。
４．平成３０年１１月１日発行の市議会だよりから、オオイタイーブックスにおいて電子
書籍版の掲載を開始した。（専用アプリを使うことで、スマートフォンやタブレット端末
においても電子書籍版を読むことができるようになった。）
５．令和４年１１月１日発行の議会だよりから、市議会ホームページにおいてテキスト
版議会だよりの掲載を開始した。（パソコン等の電子機器に搭載されている音声読
み上げソフトを使用することによって、音声で議会だよりを聞くことができるようになっ
た。）

項　　　　目 内　　　　　　　　容

「議会報等発行の概要」　（大分市議会）

印刷業者が、自治区別に梱包し、配送業者を通じて各自治委員に届け、自治委員
から組、班等の当番に渡し、全戸配布している。
その他、主要官公庁や銀行、郵便局は、郵送にて配布している。

令和５年度予算　２７，３８２，１２０円
（内訳）
印刷費・・・・２５，０００，０００円（ページ単価：1.83円で予算計上、2.09円で契約）
配布委託料・・・２，３２６，５００円（自治委員宛）
配送料・・・・・・・５５，６２０円（金融機関宛）



                                     資料１５ 

１ 
 

おおいた市議会だより見直しの経緯 

 平成20年７月に開催した市民意見交換会において、市議会だよりの記載方法等につ 

いて要望が出され、議会運営委員会にはかり、市議会だより編集委員会でその内容に 

ついて検討していくこととした。 

【 市民意見交換会で出された要望事項 】 

１．内容を分かりやすくするなどの購読率を上げるための工夫を。 

２．誰が何を質問したのか分からない。編集方針を検討してもらいたい。 

３．議決に至った議論の経過なども載せてほしい。 

４．議会の活性化や議員の資質向上のためどのようなことを行っているのか、任期中 

  にどのようなことに取り組んできたのか分かるように。 

５．議会でどのようなことが問題となっているのか分かるように。 

 

平成21年３月から、外部の専門家２名を交えて、見直しに着手（見直し会議４回開催） 

   瀬川 紘一氏（日本文理大学副学長 経営経済学部長）長く㈱電通に勤務 

   川野 譲氏（ポスター等のデザインを手がける）七夕まつりのポスターなどを作成 

【 検討事項 】 

 １．現在の紙面構成を見直し、議会からのメッセージ、議会の仕組みや編集後記なども掲載 

   するようにする。 

 ２．1 ページ目を変える。 

 ３．議会としてのメッセージを伝える紙面を 



 

２ 

 ４．議会活動を分かりやすくするための工夫を 

 ５．編集方法の見直しを 

 ６．市民に親しみやすいものにするための工夫を 

 ７．その他 

 

【 改正点 】 

 １．表紙 写真のスペースを従来の２倍にし、議会に関連のある写真にする。 

 ２．議会からのメッセージを伝える「クローズアップ議会 ここに注目“ 議会の目”」 

    をトップページである２ページに新設 

 ３．グラフや表、写真を使って、分かりやすい表現とする。 

 ４．質問・答弁（要旨）の原稿を、質問議員が作成 

 ５．質問した議員の氏名と会派を掲載 

 ６．議会の仕組みが理解できるように、議会用語の解説コーナーとして「ステップア 

     ップ市議会だより」を連載。 

 ７．議会の会派や委員会が分かりにくいという声に応え、「顔が見える」をキーワード 

     に、会派や委員会を紹介する「こんにちは議会」を最終ページに新設。記事原稿 

   は、会派や委員会の議員が作成する。 

 ８．編集後記として「編集よもやま話」を新設 

 ９．親しみやすく、手に取りやすいように写真やイラストを増やした。 

   （常任委員会行政視察報告など） 

１０．読みやすくするため、段の間に罫線を引いた。 
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専門家との意見交換の概要等について 

 
平成２０年度に市議会だよりの見直しを行ってから１０年が経過することから、 

平成３０年１１月に専門家をお招きし、「市民に親しまれる市議会だよりを目指して」

をテーマに、より多くの市民の方に読んでいただくための紙面づくりについてご講話

いただき、広報委員との意見交換を行った。 
 
専門家 根之木 英二氏（別府大学特任教授、大分県立芸術文化短期大学名誉教授） 

 
１．市議会だよりの現状 

⑴ 市民の声が反映されて、自分たちに関係していることが掲載されている。 
⑵ 市民意見交換会や若年層との意見交換を行っている。 
⑶ クローズアップ議会「議会の目」や編集後記など、掲載内容は充実している。 

 
２．課題 

⑴ 読んでもらうための工夫が必要である。 
⑵ 全体として議会からの「報告」という感じがする。 

 
３．見直しの方向性（考え方）について 

・市民と議会を「つなぐ」「結ぶ」市議会だより 
  → 市民と議会の「つながり」を意識した紙面づくり 
 
４．考えられる見直し内容 

 ⑴ 表紙写真について 
   市民を前面に出し、市民と議会とのつながりがわかる写真を掲載してはどうか。 
 ⑵ 「おおいた市議会だより」のタイトルについて 
   市議会だよりを通じて市民と議会とのつながりがわかるものにしてはどうか。 
   （例：「あなたと市議会」） 
 ⑶ 掲載記事について 

見出しを付けるなど読み進めてもらう工夫をしてはどうか。 
（２ページ・３ページ） 

 ⑷ その他 
その他のページについても、３の考え方に沿って、優先順位を付け、市民の関

心が高いと思われる記事をピックアップしてはどうか。 
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 １．原稿の行数   議員１人あたり ２３行 （１７字×２３行） 

           ※ 原稿様式は、会派パソコンのデスクトップに貼り付けて

いる「一般質問原稿（○○議員）197 号」をご利用ください。 

           ※ タイトル、会派・氏名を含まない、本文の行数です。 

           ※ 質問部分と答弁部分の割合は自由ですが、レイアウトの   

             都合上、どちらも３行以上となるようにお願いします。 

           ※ タイトル（案）もご記入ください（２２字以内）。 

 

 

 ２．原稿提出期限  ３月１７日（金）１７時 （常任委員会最終日） 

           ※ ＵＳＢメモリまたはメールなどで、政策調査室あて提出 

してください。 

 

 

 ３．その他      掲載記事に関連する写真がありましたらご提供ください。 

           使用させていただくことがあります。 

            なお、特定の個人が写っている場合等には、本人の承諾を

お願いいたします。 

    

    

「おおいた市議会だより」一般質問の 

原稿作成について 

（ 令和５年５月１日発行 第 197 号分 ） 

【問合せ・提出先】 

議会事務局 議事課 政策調査室 

  担当   金丸 

TEL  ０９７ - ５３７ – ５６４５ 

E-Mail:seisakuchosa@city.oita.oita.jp 
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資料１７ 
 

議会だより 一般質問 原稿作成要領 

 

 

１．原稿作成 

(1) 質問、答弁部分ともに、質問議員が作成します。 

 

２．原稿様式 

(1) 質問者数が確定した後、１人当たりの割当ての原稿行数を決定しています。 

  ※市議会だよりは、１行 17字です。 

(2) 原稿様式は、各会派パソコンのデスクトップに貼り付けます。 

(3) 原稿は、質問・答弁を合わせた行数です。 

 

３．作成方法 

(1) 質問と答弁の割合は、自由です。 

(2) 原稿作成については、質問方式（一括質問、分割質問、一問一答）にかかわらず、質

問は質問原稿を、答弁は執行部の答弁書をもとに作成するのを原則とします。 

※なお、２回目以降の質問・答弁の部分を使用する場合は、いずれの質問方式におい

ても、答弁部分の文章を担当課で確認し、作成原稿の１枚目の「原稿作成方法」欄の「部

局」と「課名」をご記入ください。 

２回目以降の質問に対する答弁については執行部の資料が入手できないため原稿内容

の確認ができませんので、２回目以降の質問・答弁部分は質問議員が責任をもって校正

してください。 

  ※執行部の１回目の答弁書は、質問日の翌日にお渡しします。 

  （3）掲載項目のタイトル（案）についても、ご記入ください（22字以内）。 

  (4) 掲載項目の写真につきましては、広報委員会において決定いたしますが、 

掲載項目に使用できる写真がありましたらご提供ください。使用させていただくことが

あります。 

    なお、特定の個人が写っている場合等には、本人の承諾をお願いいたします。 

 

４．原稿〆切 

  (1) 令和５年３月１７日（金） 常任委員会最終日 

 

５．提出方法 

  (1) ＵＳＢメモリ又はメールなどで、政策調査室あて原稿を提出してください。 



資料１７ 
 

 

６．その他 

  (1) 用字用例、数字の表記については、全体として統一するため、市議会だよりの用字用

例により修正させていただくことがあります。 

    （例）である調の統一、数字、単位の書き方など 

  (2) 答弁部分について、事務局において執行部の答弁原稿と照らし合わせ、表現の変更を

する場合には、事前に確認のご連絡をいたします。 

  (3) 掲載項目のタイトル（案）は、事務局で修正させていただくことがあります。 

  (4) 掲載する記事は、原則として関連する項目をまとめて掲載します。 

  (5) 紙面の割付、掲載写真などは、広報委員会で決定いたします。 

    (6) ご不明な点は、広報委員又は議事課政策調査室にお問合せください。 



４月１９日（水） 
 

特 定 調 査 事 項 
 

 宮崎県都城市議会 

１ 議会における広報広聴機能の充実について 

（１）議会報告会・意見交換会について 

ア 開催状況について 

イ 開催方法について 

ウ 市民等から寄せられた意見の取り扱いについて 

エ 成果と今後の課題について 

（２）市議会だよりの編集・発行について 

ア 市議会だよりの概要について 

（発行回数、部数、規格、ページ数等） 

イ 編集方針について 

ウ 特色ある紙面づくりについて 

エ 今後の課題について 
 
２ 議会基本条例の評価・検証について 

（１）これまでの評価・検証状況について 

（２）具体的な評価・検証方法について 

（３）成果と今後の見直しについて 



宮崎県都城市議会
R5.4.19 (水)




































































